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経営コンサル
経営コンサルティング社労士弁護士
等の協力P-3

利
益

会計事務所が提供できるサービスは限られていると思っておられる経営者
や個人事業者の方は多いと思います。
たしかに大半の会計事務所は月次決算から本決算、税務申告書の作成ま

でをルーチン業務として毎年淡 と々こなしているだけかもしれません。
しかし、弊所では「このままでは経営ジリ貧になる」、「今、手を打っておかな
いといけない」、或いは「もっと成長が見込める」と思う顧問先には、このよう
な通常のサービスのみならず、何か別のサービスができないか常に意識して
います。
例えば、経営上不可欠な資金繰りの問題を有利にするための助成金や給
付金等の申請や資金調達時の金融機関の選定と交渉、その前提となる事業
計画書の策定、さらに財務体質の改善を通常業務の範囲として捉え、相当力
を入れてまいりました。
そのためにも各スタッフが顧問先の状況を一人で抱え込むようなことが無
いように事務所全体で情報を共有化する体制づくりにも配慮しています。
また弊所の専門スタッフが弁護士や司法書士、中小企業診断士、不動産鑑
定士、社会保険労務士等の専門家と連携して行う経営マネジメントサービス
は弊所の重要なサービスの一つだと確信しております。

代表ご挨拶

開業から事業承継、次世代までの経営のトータルサポート
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節税といってもいろいろな方法がありますが、決算間際では打てる手も打てません。月次決算で早め早めの決
算予想を行い、最新の法令・通達に柔軟に対応したベストの対策をご提供します。

納める税金を少なくする節税対策、銀行等の金融機関から融資を受けるために行う金融機関対策、決算前に
行う事前準備作業等を総称して「決算対策」といいます。

節税対策は準備に時間を要するものもあり、節税対策を決算直前まで考慮せずに決算を迎えてしまい、税金を
多く納めることになってしまうこともあります。「もっと早く節税対策をしておけば良かった」と後悔するケースも
多々あります。

弊所は、そのようなことになる前に毎月の「月次決算」により利益予測・納税予測をして、今行える節税対策を一
つ一つ検討し適切にアドバイスをさせていただきます。

月次決算は、今後会社の経営をどのように進めていくかを経営者・役員に考えてもらう重要な基礎資料になり
ます。弊所では月次決算の迅速化と正確性を重要視し、いち早く実績が報告できるように努めています。月次決算
の遅れは次の経営判断の遅れにつながると考えているからです。

また月次決算による現状把握は単なる過去の分析に止まらず、これをベースにして「未来」を推計することによ
り、会社が将来において何を考えるべきか（例えば投資・撤退・資金調達など）を提案したいと考えています。

経営者にとって、銀行との取引交渉は出来るならば良いが不可能或いは、とても困難なものと考えている人は
依然として多いようです。

私どもは必要に応じて経営者と銀行の間に入って、親身にかつ積極的に交渉に立会い、取引を円滑かつ有利
にすすめるためのお手伝いをさせていただきます。

起業される経営者が自己資金で事業を立上げ、軌道に乗せることは理想ですが、企業の成長や事業規模を拡
大する上では、外部からの資金調達が必要になります。

これに対して過去に経営実績のない起業家には銀行融資は決して楽なハードルではありません。

私どもでは金融機関の融資申し込みから、必要に応じて金融機関提出用の事業計画書等の作成、さらに条件
面での交渉に立会い、全てにおいてバックアップします。

最終的には、経営者と金融機関とが長く、良い関係を築いていただけたらと思っています。

決算が確定した際に、純利益額が出ているのに納税資金すら十分に残っていない事があります。私どもは、会
社のキャッシュフローを良くするために貸借対照表の分析を行ない問題点の把握に努めるとともに実行可能な
節税対策をしっかり考えます。

また、キャッシュをさらに増やす手段として、経営者の中には不動産投資や金融投資などに興味を持っている
方も多いと思います。しかしながら知識が少なく、どうやって始めたらいいのかわからないと足踏みしている方も
多いのではないでしょうか。私どもは、そのような方にも有益な情報提供をできる体制を整えています。

経営コンサルティング 決算対策・節税対策

月次決算・月次サポート

決算対策とは

節税対策とは資金繰り・金融サポート

節税・キャッシュを増やすサポート

�

�

�

�

�

�

納める税金の金額は決算でしか分からないのですか？

正確な金額は決算でしか分かりませんが毎月の「月次決算」により当期に納める税金の概
算額を早期に予想し、納税資金の確保をすることが出来ます。

節税ってお金がかかるのですか？

「お金が出ていく節税」と「お金が出ていかない節税」があります。一概にお金が必要という
ことではありません。
例
お金が出ていく節税　・・・・・・・　倒産防止共済、決算賞与など
お金が出ていかない節税　・・・　固定資産の有姿除却、不良債権・不良在庫の整理など

当期は赤字だけど節税対策ってあるの？

日本の会社の約7割が赤字であると言われています。この赤字の場合でも節税対策は当然
ながら必要です。
特に青色申告法人は欠損金の繰越控除などの規定があるので、当期の赤字が、来期以降
黒字になった場合に相殺できるため、気を抜かずに帳簿の作成や経理、試算表の作成をす
る必要があります。
また、赤字体質を脱却するため、現状の数字を直視し、黒字へと転換させましょう。
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弊所は、補助金・助成金の積極的な活用支援に取り組んでいま
す。

最新の情報を入手し、個人事業主及び会社に合った補助金・申請
の御案内及び申請支援を行っています。月次訪問で事業の内訳を
知ることで予想外の補助金を受け取れることもあります。

また、弊所自身が経営革新等支援機関の認定を受けているため、
補助金申請の要件である「事業計画」の策定から携わることで受給
されるためのポイントを押さえた申請が可能です。

更に、様々な専門家との連携により、弊所の専門外の補助金・助
成金に対しても全面的なバックアップを行っております。

開業時、最初に決める顧問税理士は重要です。それ次第で事業の成否が大きく左右されることもあります。

まず開業にあたっては、「印鑑作成」「定款作成・認証」「登記手続き」「銀行口座開設」「税務署や都道府県税事
務所への手続き」等の様々な手続きが必要です。

弊所はそれら一連を全てサポートさせていただきます。

また、開業時の「事業計画書」策定のお手伝いをし、そのプロセスで設備資金や運転資金がどのくらい必要かを
一緒に考させていただきます。そして資金調達においては最適な金融機関やクラウドファンディング会社を紹介
するとともに、必要に応じて条件交渉の立ち合いまで行います。また補助金・助成金のご案内をタイムリーに行
い、代行手続きもさせていただきます。

開業時に税理士を決めるポイントの一つに、「どれだけ独自のネットワークを持っているか」という点があげら
れます。会社運営は税務だけでなく、様々な問題が発生します。弊所は弁護士、司法書士、社会保険労務士などの
各種専門家との強固なネットワークを有しており、会社のお困りごとをワンストップで解決いたします。

また弊所の特長として、ベンチャービジネス支援機関ともネットワークがあるため、ワンランク上の情報提供や
サポートが可能です。

開業支援 補助金・給付金等申請支援
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開業にあたり何からどうしたらいいのかわからない。

安心してスムーズに開業出来るお手伝いをします。

資金調達なんてやったことがないから、どうしていいかわからない。

お客様に最適な資金調達を提案し、サポートします。

事業に有益な情報が欲しい。

弊所のネットワークを駆使して、有益な情報をご提供します。

私は個人事業主として活動をしていたのですが、友人に「会社を作ったら税金が安くな
る」と言われ、安易に会社を設立しようと思ってました。三浦公認会計士事務所に相談し
たところ、「会社を設立しただけでは一概に税金が安くなるわけではない」と教えてもら
い、会社を作るメリットとデメリットを丁寧に説明してもらいました。自分でしっかり理
解して、その結果会社を設立すると決めました。その時に理解した事が今の経営にも役
立ってます。

新規開業をするのに当たって、多額な投資が必要でした。三浦公認会計士事務所の先生
が事業計画書の作成から銀行との交渉まで、資金調達のほとんどをサポートしてもらい
ました。開業時の投資額だけではなく、事業が軌道に乗るまでのランニングコストなども
融資を受ける事ができ、開業後も余裕をもって事業をすすめる事ができました。

何をどう書けばいい
のだろう？ 自己流で
書いて通るのかな？

難しいな、でも間違え
たくない。
やはりプロにお願い
しよう!
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開業には、勤務を継続しながら限られた時間の中で準備をすすめる事が必要で、クリニックの経営は始めが非
常に大切です。この時世、廃業を余儀なくされるクリニックが増加している中、開業への不安や開業に向けて何か
ら始めたらいいのか不安を持たれる先生も多いのではないでしょうか。

私どもは開業のサポートを効率的にすすめ、開業後も手厚いサポートを継続して、安心して診療ができる体制
づくりをサポートしたいと考えております。

マーケティング・資金調達・節税をわかりやすく、ご提案させていただきます。

将来の株式公開をお考えの企業を対象に株式公開に向けての資本政策の立案、事業計画の立案、ストックオ
プション等を利用した従業員及び取引先へのモチベーション向上政策並びに内部管理体制の整備・運用等に向
けての個々の企業の態様に応じたきめ細かい対応によりご支援させていただきます。

株式公開支援

医療業務支援

医科・歯科クリニックの開業

医療法人の設立

開業までの流れ

「持分あり医療法人」から「持分なし医療法人」へ

公募増資による資金調達の幅が広がる

知名度の向上により優秀な人材が確保できる

オーナ家の創業者利益の確保と相続対策に有益といえる

信用力の拡大による販路の拡大が望める

ストックオプション等の施策を通じて従業員のモチベーションが上がる











メリット

介護老人保健施設の経営、訪問看護ステーションの経営、保育所の経営、在宅介護

支援事業などが可能になります。

管理者の変更届で完了します。スタッフの取扱が変わりません。新法の医療法人だ

と拠出金は寄付となり、相続財産になりません。

税負担の軽減、給与所得控除、不動産の貸借が可能になります。







メリット

株式公開のための管理業務コストが増大する

株式公開後の公開維持コストが必要になる

常に業績向上及び株価向上へのプレッシャーがある







デメリット

基金制度を設けない場合、設立時の運転資金は院長の寄付となります。

医療法人の付帯業務禁止規定によって、業務範囲が制限されています。

特別な理由がない限り、安易に解散することができなくなります。







デメリット

「医療法人に移行した方がいいですか？」とよくご質問を頂きます。医療法人化にはメリットとデメリットがあり
ます。

私どもはお客様にヒアリングをおこない、医療法人化をした場合の資産（可処分所得）がどれくらい増えるのか
を考えます。メリットとデメリットを数字で提案し、どちらがいいのかわかりやすく、ご説明をします。

株式会社の設立とは違い、医療法人の設立には躊躇されている方が多いと思います。

貴方のクリニックは医療法人にした方がいいのか、まずは、お気軽にご相談下さい。

事業展開・・・

事業承継・・・

節税効果・・・

「持分あり医療法人」とは、出資者が出資した割合に応じて法人資産を払い戻すことのできる法人をいいます。

出資者からの払い戻しが行われない、「持分なし医療法人」へ移行
地域医療安定のために政府も推奨しており、税制優遇措置や低利の融資などを受けることができます。

持分あり医療法人の将来不安
医療法人設立の際に出資してくれた方々の高齢化により、相続人により相続された出資権を払い戻
されてしまうかもしれない。

医療法人設立時には診療所であったが、現在は病院運営に変わっており、純資産の増加により、出資
者に払い戻されてしまうかもしれない。

開業物件の選定 事業計画 資金調達 設備購入 採用教育 各種手続・届出 開業
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年齢とともに必ず訪れる、相続や事業承継の問題は長年の荒波を乗り越えてきた経営者や財産を残されてきた
人が直面する問題です。十年前の常識は通用しません。最新の知見と豊富な経験を持つ私どもにぜひお早めにご
相談ください。

セカンドオピニオン

相続・事業承継

相続

事業承継

相続において円滑、円満に手続きが進められるかご不安な方も多いと思います。また平成２７年の基礎控除の
改定や不動産価格の高騰で相続税申告が必要な方も増えております。相続税の減額はもちろんのことお客様が安
心、納得できるよう丁寧な対応を心掛けております。

長年会社を第一線で引っ張ってこられた経営者が直面する問題は「事業承継」です。ただ単純に所有している株
式等を親族に移転しただけでは、「事業承継」を完了したとは言えません。将来の安定した会社運営を考えるので
あれば、経営を任される親族、長年会社のために尽力してくれた役員や従業員の方々、そして贈与・相続などに課
せられる税金、その全てを考えてこそ「事業承継」の成否が決まると弊所では考えております。

また、「事業承継対策」を考えるということは「相続対策」にもつながります。弊所では、例えば納税猶予・事業譲
渡・会社分割などの手続きも活用し、どの方法がお客様にとって一番良いのか、一つ一つ検討していきます。その
ため場合によっては、長期的な対策となることもあります。
従って「事業承継対策」及び「相続対策」に早すぎるということはありません。

後継者不在の問題を先送りにしている経営者の方も多くいらっしゃるようです。事業承継は親族内での承継に
限らず、親族外への承継またM＆Aにより事業を第三者へ譲渡するという方法もあります。承継の方法ごとに経営
面だけでなく税務面でも違いが想定されるため、個人、法人の税務に関する知識、さらに財務や資金調達のアド
バイスなど多岐にわたるサービスを実施します。

もし少しでも相続に関して不安をお持ちでしたら、一度お気軽にご相談いただくことをお勧めします。相続対策
に早すぎることはありません。
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�
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�

�

�

�

�

相続税とはどのような税金ですか？

相続税とは亡くなられた人（被相続人と言います）の財産を遺言書の内容により、あるいは法
定相続人として取得した人に課される税金です。

相続税の申告をする必要がある場合とはどのようなケースですか？

被相続人から相続、遺贈等によって取得した各人の相続財産（課税価額）の合計額が基礎控除
額を超える場合に、相続税の申告が必要となります。
なおここでいう基礎控除額とは、3,000万円＋（600万円×法定相続人の人数）で計算します。
申告をすることで受けられる控除により、相続税が0円になるケースもあります。（※無申告の
場合、税額が発生するため、申告した方が有利なるケース）

相続税申告書の提出期限（相続税の納付期限）はいつまでですか？

相続税の申告書の提出期限は、相続の開始があったことを知った日（通常の場合は、被相続人
の亡くなられた日）の翌日から10カ月以内です。
なお、この期限は相続税の納税期限でもあります。

相続税の計算上、対象となる相続財産にはどのようなものがありますか？

相続税の対象となる相続財産とは、以下のようなものがあります。
相続や遺贈によって取得した財産
現金、預貯金、建物、土地、株式等の有価証券、自動車、書画・骨董、事業用資産等
相続や遺贈によって取得したものとみなされる財産（みなし相続財産）
相続人の死亡に因り発生した死亡退職金、死亡保険金等
被相続人の死亡（相続の発生）から３年以内に被相続人から贈与された財産
生前に被相続人から相続時精算課税を選択して、贈与された財産を含む

税理士によって相続税の額が変わるというのは本当ですか？

相続税は、税理士業務の中でも頻繁にある業務ではありません。
したがって、相続税に関しては税理士によって経験の差は大きいのが通常です。
また、土地の評価に関しても、税理士の見解によって大きく異なることがよくあります。
また、相続税を不得手とする税理士は意外と多く、生前の相続対策を特に何もされていないケ
ースをよく目にします。結果として、相続発生時には納税資金もほとんどないのに、多額の相続
税を税理士から納付するように言われ、どのようにして支払えば良いか途方に暮れている方が
たくさんおられます。

私は５０年連れ添った夫を亡くし、子供達もいるのですが働きに出ており、私一人では
何をしていいのか何もわからなかったのですが、三浦公認会計士事務所が「どの資料が
必要か」「相続税はいくらになるか」「夫の財産を誰に何をどのように分ければよいか」な
ど、丁寧に教えていただきとても安心できました。

休日にしか私は動けなかったのですが、休日でもこころよく時間を作って下さり、親身に
なって対応して頂きました。知識不足な私でも安心して任せられ、とてもスムーズに相続
税の申告ができました。

私がいつも頼んでいる税理士の先生に父の相続を相談したところ、料金が高く、相続税
の申告の経験が少ないとのことで不安を感じてました。セカンドオピニオンで三浦公認
会計士事務所を紹介して頂き相談をしたところ、料金が安くなり、相続税の経験も豊富
で、最初に聞いていた相続税より安く済ませることが出来ました。

☞

☞

☞



P9 P10

年齢とともに必ず訪れる、相続や事業承継の問題は長年の荒波を乗り越えてきた経営者や財産を残されてきた
人が直面する問題です。十年前の常識は通用しません。最新の知見と豊富な経験を持つ私どもにぜひお早めにご
相談ください。

セカンドオピニオン

相続・事業承継

相続

事業承継

相続において円滑、円満に手続きが進められるかご不安な方も多いと思います。また平成２７年の基礎控除の
改定や不動産価格の高騰で相続税申告が必要な方も増えております。相続税の減額はもちろんのことお客様が安
心、納得できるよう丁寧な対応を心掛けております。

長年会社を第一線で引っ張ってこられた経営者が直面する問題は「事業承継」です。ただ単純に所有している株
式等を親族に移転しただけでは、「事業承継」を完了したとは言えません。将来の安定した会社運営を考えるので
あれば、経営を任される親族、長年会社のために尽力してくれた役員や従業員の方々、そして贈与・相続などに課
せられる税金、その全てを考えてこそ「事業承継」の成否が決まると弊所では考えております。

また、「事業承継対策」を考えるということは「相続対策」にもつながります。弊所では、例えば納税猶予・事業譲
渡・会社分割などの手続きも活用し、どの方法がお客様にとって一番良いのか、一つ一つ検討していきます。その
ため場合によっては、長期的な対策となることもあります。
従って「事業承継対策」及び「相続対策」に早すぎるということはありません。

後継者不在の問題を先送りにしている経営者の方も多くいらっしゃるようです。事業承継は親族内での承継に
限らず、親族外への承継またM＆Aにより事業を第三者へ譲渡するという方法もあります。承継の方法ごとに経営
面だけでなく税務面でも違いが想定されるため、個人、法人の税務に関する知識、さらに財務や資金調達のアド
バイスなど多岐にわたるサービスを実施します。

もし少しでも相続に関して不安をお持ちでしたら、一度お気軽にご相談いただくことをお勧めします。相続対策
に早すぎることはありません。

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

相続税とはどのような税金ですか？

相続税とは亡くなられた人（被相続人と言います）の財産を遺言書の内容により、あるいは法
定相続人として取得した人に課される税金です。

相続税の申告をする必要がある場合とはどのようなケースですか？

被相続人から相続、遺贈等によって取得した各人の相続財産（課税価額）の合計額が基礎控除
額を超える場合に、相続税の申告が必要となります。
なおここでいう基礎控除額とは、3,000万円＋（600万円×法定相続人の人数）で計算します。
申告をすることで受けられる控除により、相続税が0円になるケースもあります。（※無申告の
場合、税額が発生するため、申告した方が有利なるケース）

相続税申告書の提出期限（相続税の納付期限）はいつまでですか？

相続税の申告書の提出期限は、相続の開始があったことを知った日（通常の場合は、被相続人
の亡くなられた日）の翌日から10カ月以内です。
なお、この期限は相続税の納税期限でもあります。

相続税の計算上、対象となる相続財産にはどのようなものがありますか？

相続税の対象となる相続財産とは、以下のようなものがあります。
相続や遺贈によって取得した財産
現金、預貯金、建物、土地、株式等の有価証券、自動車、書画・骨董、事業用資産等
相続や遺贈によって取得したものとみなされる財産（みなし相続財産）
相続人の死亡に因り発生した死亡退職金、死亡保険金等
被相続人の死亡（相続の発生）から３年以内に被相続人から贈与された財産
生前に被相続人から相続時精算課税を選択して、贈与された財産を含む

税理士によって相続税の額が変わるというのは本当ですか？

相続税は、税理士業務の中でも頻繁にある業務ではありません。
したがって、相続税に関しては税理士によって経験の差は大きいのが通常です。
また、土地の評価に関しても、税理士の見解によって大きく異なることがよくあります。
また、相続税を不得手とする税理士は意外と多く、生前の相続対策を特に何もされていないケ
ースをよく目にします。結果として、相続発生時には納税資金もほとんどないのに、多額の相続
税を税理士から納付するように言われ、どのようにして支払えば良いか途方に暮れている方が
たくさんおられます。

私は５０年連れ添った夫を亡くし、子供達もいるのですが働きに出ており、私一人では
何をしていいのか何もわからなかったのですが、三浦公認会計士事務所が「どの資料が
必要か」「相続税はいくらになるか」「夫の財産を誰に何をどのように分ければよいか」な
ど、丁寧に教えていただきとても安心できました。

休日にしか私は動けなかったのですが、休日でもこころよく時間を作って下さり、親身に
なって対応して頂きました。知識不足な私でも安心して任せられ、とてもスムーズに相続
税の申告ができました。

私がいつも頼んでいる税理士の先生に父の相続を相談したところ、料金が高く、相続税
の申告の経験が少ないとのことで不安を感じてました。セカンドオピニオンで三浦公認
会計士事務所を紹介して頂き相談をしたところ、料金が安くなり、相続税の経験も豊富
で、最初に聞いていた相続税より安く済ませることが出来ました。

☞

☞

☞
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現在ご契約されている会計事務所とは長く続いているので問題ない、安心しているとコメントされる経営者の
声をよく耳にします。

本当にそうなのでしょうか。私の知る限り、会計事務所の提供するサービスの内容や質は事務所によっては相
当違いがあると感じることがよくあります。

自社の決算にあたって節税対策はないのか、経営的なことで不十分なことがないのかと少しでも気にされるこ
とがありましたら、一度弊所にお声かけをしてください。

経営者さまからのヒヤリング、過去の決算書を始めとする諸資料の閲覧により、アドバイスやレポートを提出さ
せていただきます。

その上で現在顧問契約している会計事務所の補足として弊所をご利用いただくことも可能です。

その他にも事業承継や相続税対策があまり着手出来ていない方がおられましたら、こちらもお気軽にご相談い
ただければ幸いです。

セカンドオピニオン

長年、会社の決算や申告をお願いしていた税理士の先生が高齢になり、次の税理士の先
生を探していました。何名かの税理士の先生と面談をしたのですが、三浦公認会計士事
務所を選んだ理由は、税金の事はもちろんながら、会社の現状のヒヤリングを通じて、融
資や補助金申請など様々な事を提案して頂き、他の税理士の先生より会社全体の事を
考えてくれたからです。三浦公認会計士事務所にお願いしてからは余計な不安がなくな
り、会社経営に専念できるようになりました。

同業種の友人と税金の話をしていたところ、支払っている税金の額が全然違う事を知り
、友人の紹介で三浦公認会計士事務所に相談をしました。税金の事は税理士さんに任せ
きりでしたので、全く専門的な知識がなかったのですが、税額控除を使った節税方法や
補助金の申請をわかりやすく説明してもらい、会社経営にとって有益な支援をしていた
だきました。資金繰りが厳しい時期でしたので非常にたすかりました。 飲食業

製造業

医療

不動産業

農業

建設業

ソフトウエア業

小売業・卸売業

固定費の見直し、原価率低減に関する提案、
メニュー・料金設定に関する助言、店舗内装に
関するアドバイスと業者の選定、カード手数
料の引下げ、割高な家賃の値下げ交渉

原価計算制度構築のサポート、
製版区分の見直しと生産性分析
の指導。在庫管理（在庫圧縮と評
価替を実現させるための棚卸資
産評価規程等の作成）

開業支援（開業候補地の
選定に関するサポート、
事業計画の作成サポート
から銀行紹介と交渉代
行、設計事務所や建設業
者のご紹介など）
節税と事業承継を意識し
た医療法人の設立手続き
の代行

農地転用のサポート、農
地の納税猶予継続のため
のサポート収益物件の事業計画と購入

可否の判定、助成金を活用し
た営業の支援。相続発生後の
処分希望不動産のご紹介

販路拡大のサポート、通
信販売導入に関する助
言と専門業者の紹介

売上予測の精度向上、
人件費の調整や労務
問題へのサポート

ソフトウェア開発の原価計
算から、株式上場に向け
ての支援そして継続的な
会社経営を行っていくた
めのサポートをします。

当事務所の実績

当所は設立以来、さまざまな業種の会計事務に携わってきました。これまでに培ってきた経験と実績は、必ず皆様
のお役に立てる解決策をご提案できるという自信があります。

金融機関のご紹介
取引サポート
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tel: 075 744 0494　fax: 075 744 0495
所長　公認会計士　三浦　優

事務室

会議室 面談室1

面談室2

1998年 8月 三浦公認会計士事務所を京都市下京区神明町にて開設
2000年 6月 京都市下京区童侍者町に事務所移転
2011年 6月 綾小路通烏丸西入童侍者町167 AYA四条烏丸ビルに移転
2020年10月 現住所に移転
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P13

備考メモ



P14

三浦公認会計士事務所
〒604-8223
京都市中京区新町通四条上ル小結棚町428
新町アイエスビル2F
url: https://miura-cpa.com/
mail: info@miura-cpa.com
tel: 075 744 0494　fax: 075 744 0495
所長　公認会計士　三浦　優

事務室

会議室 面談室1

面談室2

1998年 8月 三浦公認会計士事務所を京都市下京区神明町にて開設
2000年 6月 京都市下京区童侍者町に事務所移転
2011年 6月 綾小路通烏丸西入童侍者町167 AYA四条烏丸ビルに移転
2020年10月 現住所に移転

miura-cpa.com

Google Map

事務所概要

P13

備考メモ



Google Map

三浦公認会計士事務所

Miura
Certified
Public
Accountant
Office

四条通

錦小路通り

烏
丸
通

室
町
通

新
町
通

新町アイエスビル

阪急電車 烏丸駅 至河原町

至京都駅

地
下
鉄
烏
丸
線

24
出
口

三浦公認会計士事務所
〒604-8223
京都市中京区新町通四条上ル小結棚町428
新町アイエスビル2F
mail: info@miura-cpa.com　fax: 075 744 0495

075 744 0494
miura-cpa.com




